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日本の少子化が加速 
～雇用・所得環境の改善、仕事と家庭の両立を叶える必要性～ 

 

経済調査部 エコノミスト 

木村 彩月 

 

 

１．出生数の減少ペースが加速 

日本の出生数は、1970 年代の第 2 次ベビーブーム期にピ

ークをつけた後、急速に減少してきた（図表 1）。1990 年代

以降、減少ペースはいったん緩やかとなったが、2016 年頃

を境に再び加速している。1996 年から 2015 年の約 20 年間

で、年間の出生数がおおよそ 20 万人減少した一方、2016 年

から 2022 年にかけては、わずか 6 年で 20 万人以上減少し

た。2020 年以降はコロナ感染症の影響を割り引いて考える

必要があるが、仮に今後 2016 年～2022 年までと同様のペ

ースで出生数が減少した場合、2030 年には 50 万人を下回

る計算になる。少子化は数十年前から意識されていた社会

問題ではあるが、近年の出生数の減少に伴い、一段と深刻

さを増している。 

出産する女性のボリュームゾーンである 20 歳から 39 歳

の女性人口の推移を年齢階級別に見ると、第 2 次ベビーブ

ーム期に生まれた人々の子ども世代に相当する 20～24 歳

の女性人口はやや持ち直したものの、30 代を中心に減少傾
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ポイント 

 日本では、晩婚化や晩産化の進行が止まりつつある一方で、出産適齢期の女性人口の減少に加え、非婚

化、少産化・非産化が、少子化の主たる進行要因になっている。 

 今の若い世代ほど生涯を通して得られる賃金は少ない傾向にあり、子どもを持つことによる生活費や教

育費などの実質的な負担は、これまでの世代よりも重い。若年層の雇用・所得環境の改善が急がれる。 

 日本では、女性の労働参加率が上昇するなか、出生率が低下。産休・育休取得よる収入機会の喪失やキ

ャリアロスの懸念などが、出生率にマイナスの影響を与えていると考えられる。女性に偏る家事・育児

の負担を軽減させる必要性。 
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（図表1）出生数の推移
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（図表2）女性人口の推移（20～39歳）
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向が続いており、全体としても減少の一途をたどっている

（図表 2）。 

そうしたなか、日本の婚姻率（該当年における人口 1,000

人当たりの婚姻件数）は、2000 年代以降下落基調で推移し、

2020 年以降はコロナ感染症による影響も加わったことで

一段と低下した（図表 3）。日本では、生まれてくる子ども

の約 98％が嫡出子であり、婚姻率の減少は、そのまま出生

率の低下につながると考えられる。 

一方、女性の平均初婚年齢は、2013 年頃からほぼ横ばい

で推移しており（図表 4）、年齢階級別の初婚数の分布の推

移を見ても、2010 年と 2018 年はほぼ一致している（図表

5）。もともと女性の平均初婚年齢は、女性の大学進学者の

増加などを背景に上昇してきた。2022 年度の女性の大学進

学率は 53.4％と、男性の 59.7％に比べてまだ低いものの、

20 年前（男性：47.8％、女性：34.4％）などの水準を考え

れば、その差はかなり縮まった。また、女性のなかで妊娠・

出産のタイムリミットを意識する気持ちや、人生のターニ

ングポイントとして「30 歳までに結婚したい」という意識

が働いていることも、影響を与えていると考えられる。 

女性の出産時平均年齢に関しては、第 3 子の出産年齢は

一定のペースで上昇が続いているものの、2010 年代半ば以

降、第 1 子の出産年齢はほぼ横ばいとなっており、第 2 子

の出産年齢も横ばいに近い推移に近づいている（前掲図表

4）。そうしたなか、出生過程がほぼ終了したと考えられて

いる婚姻持続期間 15～19 年の夫婦の出生子ども数の分布

を見ると、子どもの人数が 2、3 人である夫婦は減少し、0、

1 人の割合が増加している（図表 6）。0、1 人の夫婦の割合

は 2002 年調査の 12.3％から 2021 年には 27.4％へ増加し

た。結果として、婚姻持続期間 15〜19 年の夫婦の完結出生

子ども数は、2002 年の 2.23 人から 2021 年には 1.90 人へ

低下している。 

こうみると、日本では、晩婚化や晩産化の進行が止まり

つつある一方で、出産適齢期の女性人口の減少に加え、非

婚化、少産化・非産化が、少子化の主たる進行要因になっ

ていると言うことができる。 

 

２．未婚者が結婚したくない理由 

当研究所が 2023 年 3 月に実施した「恋愛・結婚に関する
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（図表3）婚姻率と婚姻件数の推移
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（図表5）初婚数の分布（年齢階級別）
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（図表4）女性の平均初婚年齢と平均出産年齢

初婚年齢

第1子（右軸）

第2子（右軸）
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（出所）国立社会保障・人口問題研究所

（図表6）夫婦の出生子ども数分布の推移（婚姻持続期間15～19年）

０人 １人 ２人 ３人 ４人以上

10.0 37.3 35.0 17.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

未婚者

(3,963)

（図表7）未婚者の結婚の意向

すぐに結婚したい ゆくゆくは結婚したい

いい人がいれば結婚したいが、無理にしなくてもいい 結婚したくない

（出所）明治安田総研「恋愛・結婚に関するアンケート調査」 ※（ ）内は回答数

※（）内は回答数
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アンケート調査1（以下本アンケート調査）」

によれば、未婚者のうち、「結婚したくない」

と回答した割合は 17.7％と、2 割に満たな

い。また、全体の 35.0％は「いい人がいれ

ば」という条件付きであり、結婚しなくても

よいと考えている割合は相応に高いと言え

る（図表 7）。 

「結婚したくない」と回答した人に理由

を尋ねると、「自分の自由に使える時間がな

くなりそう」や「必要性を感じない」などの

回答が上位を占める（図表 8）。人々のライフスタイルが多

様化するなか、独身生活を謳歌し、自ら結婚を望まない人

が多い様子がうかがえる。一方で、「自分が自由に使えるお

金が減りそう」や「自分の収入など経済的に不安がある」

など、経済面の理由を挙げる人も目立つ。 

職業別に結婚の意向を確認すると、未婚者のうち「結婚

したくない」割合は、公務員や正社員が 10％台であるのに

対し、契約社員や派遣社員、パート・アルバイトでは、30％

近くに上る（図表 9）。連合が公表した「非正規雇用で働く

女性に関する調査（2022 年）」によれば、初職（学校卒業後

に初めて就いた仕事）が正規雇用であった女性の有配偶者

率が 63.6％であるのに対し、非正規雇用の人は 34.1％とな

っている。また、子どもがいる割合は、初職が正規雇用の

人が 57.7％、非正規雇用の人は 33.2％と、雇用形態によっ

て、配偶者や子どもの有無に大きな差がある。 

本アンケート調査では、結婚相手に求める最低年収も尋

ねたが、女性側が男性に求める年収の平均は 500 万円台、

男性側が女性に求める年収の平均は 300 万円台となってい

る。ただ、総務省の「就業構造基本調査」で未婚男女の所

得分布を見ると、所得が 500 万円以上の男性は 27.7％と、

本アンケート調査で求められた所得を満たす男性は 3 割以下である。また、所得が 300 万円以上の女性は 52.9％

と、女性も約半数である（図表 10）。国立社会保障・人口問題研究所の調査によれば、未婚者（18～34 歳）のう

ち「結婚相手の経済力を重視・考慮するか」という問いに対して、「重視する・考慮する」と回答した女性の割合

はほぼ横ばい圏（約 9 割）で推移する一方、男性は 2002 年調査の 26.7％から 2021 年には 48.2％まで上昇して

いる。女性に比べると割合は低いものの、男性側も女性に対して経済力を求める傾向が強まっている。 

2020 年の国勢調査で計算された日本の生涯未婚率は男性が 28.3％、女性が 17.8％と、上昇傾向が続いている

が、自ら結婚を選択しない人がいる一方、男女ともに雇用の安定や所得環境の改善が、非婚化に対する政策を考

えるうえで重要な視点となる。 

                                                             

1 明治安田総合研究所「恋愛・結婚に関するアンケート調査（2023年 6月 21日リリース）」、「恋愛・結婚に関するアンケート調査＜続編＞（2023年 7月 7日リリース）」 

回答数

自分が自

由に使え

るお金が

減りそう

自分の自

由に使え

る時間が

無くなりそ

う

親・友

人・知人

など周囲

の既婚者

を見てい

ても幸せ

そうには

思えない

自分のや

りたいこと

（仕事・

学業・趣

味等）に

専念した

い

親元で生

活したい

自分の収

入など経

済的に不

安がある

義理の

親・親族

との付き

合いが負

担

配偶者や

義理の親

の介護等

が不安

いまさら結

婚するよ

うな年齢

ではない

必要性を

感じない

自分では

人を幸せ

にできると

思えない

誰かと一

緒にいる

ことがわず

らわしい、

面倒

既婚者と

恋愛関

係にあっ

た

改姓した

くない

その他

700 42.9 50.0 21.3 30.1 5.9 23.9 21.9 14.1 20.7 46.4 24.0 39.4 0.9 16.3 2.4

（図表8）未婚者が結婚したくない理由

（出所）明治安田総研　「恋愛・結婚に関するアンケート調査」
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（出所）明治安田総研 「恋愛・結婚に関するアンケート調査」

（図表9）未婚者の結婚の意向（職業別）
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（図表10）未婚男女の所得分布（2022年）

100万円未満 100～199万円 200～299万円

300～399万円 400～499万円 500～599万円

600～699万円 700～799万円 800万円以上
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３．経済的な理由で子どもを諦めている人が半数以上  

本アンケート調査で、将来子どもを希望

する人に、希望する人数と現実的に持てそ

うな人数を尋ねたところ、希望する人数の

平均が 1.53 人だった一方、現実に持てそう

な人数は 1.20 人と、現実が理想を下回った

（「4 人以上」との回答は「4 人」として平均

人数を算出）。希望する子どもの人数より現

実に持てそうな人数が少ない人へ理由を尋

ねると、「今以上の生活費や教育にかかる経

済的な負担に耐えられない」との回答が

55.1％と、半数以上を占める（図表 11）。 

厚生労働省の「賃金構造基本統計調査」の所定内給与総

額を基に、出生年代別に男性（一般労働者）の賃金カーブ

を実質ベースで推計すると、1960 年代生まれから 1980 年

代生まれにかけて下方にシフトしているのが見て取れる

（図表 12）。若い世代ほど生涯を通して得られる実質賃金

が少なくなる傾向にあり、その分、子どもを持つことによ

る生活費や教育費などの実質的な負担が重くなっている。

1990 年代半ば以降、実質賃金が下落基調で推移し、将来の

持続的な賃金アップも見通せないなかで、子どもを諦める

夫婦やカップルが増加してきたと考えられる。 

 

４．女性の就業と出生率  

日本では、女性の社会進出が進み、共働き世帯が一定の

ペースで増加してきた。これは世帯所得の増加に繋がるは

ずだが、この間、出生率は低下し続けている。これまで述

べてきた経済的な負担もさることながら、育児や家事の負

担が女性に偏っていることも背景と考えられる。子どもを

持つ共働き世帯における仕事、家事、育児に充てる時間を

夫婦で比較すると、夫に比べ妻の家事時間は約 7 倍、育児

時間は約 3 倍である（図表 13）。長期にわたって育休・産

休を取得することによる収入機会の喪失に加え、キャリア

ロス、マミートラックへの懸念なども、出生率に対してマ

イナスの影響を与えていると考えられる。 

1975 年から 2019 年にかけての女性の労働参加率と出生

率の推移を国際比較すると、日本は女性の労働参加率の上

昇と反比例する形で、出生率が大きく落ち込んでいる（図

表 14）。一方、フランスやオランダ、スウェーデンなどで

今以上の

生活費や

教育にかか

る経済的

負担に耐え

られない

自由に使え

るお金が減

る

自由な時

間が減る

自分の仕

事に差し支

える

高年齢で

出産するの

はいやだ

欲しいがで

きない

出産・子育

ての精神

的・身体的

負担に耐え

られない

家事・子育

てに配偶者

からの十分

な協力が

期待できな

い

年齢的に

難しい

その他 わからない

回答数

全体 (4,042) 46.6 28.4 27.7 11.6 15.9 11.7 21.4 4.1 6.1 23.2 3.9 14.3
子どもを持てな

い・欲しくない (1,778) 35.7 29.8 33.3 10.6 15.5 5.3 24.7 1.3 2.0 23.1 5.5 22.7

希望より現実の

人数が少ない (2,264) 55.1 27.3 23.3 12.3 16.2 16.7 18.8 6.2 9.3 23.3 2.6 7.6

（出所）明治安田総研 「恋愛・結婚に関するアンケート調査」

夫婦のどち

らかが仕事

を辞める、

もしくは時

短などで

セーブせざ

るを得なく

なり、世帯

年収が減る

（図表11）子どもが持てない・欲しくない、希望する人数より現実的に持てそうな人数が少ない理由

46.6

28.4 27.7

11.6
15.9

11.7

21.4

4.1 6.1

23.2

3.9

14.3

0%

20%

40%

60%

150

200

250

300

350

400

450

2
0
～

2
4
歳

2
5
～

2
9
歳

3
0
～

3
4
歳

3
5
～

3
9
歳

4
0
～

4
4
歳

4
5
～

4
9
歳

5
0
～

5
4
歳

5
5
～

5
9
歳

万円 （図表12）男性の実質賃金カーブ（出生年代別）

1962～1966年生まれ
1967～1971年生まれ
1972～1976年生まれ
1977～1981年生まれ
1987～1991年生まれ

（出所）厚生労働省 「賃金構造基本統計調査」、総務省「消費者物価指数」より明治安田総研作成
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（図表13）子供がいる共働き夫婦の仕事・家事・育児時間
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※夫婦ともに被雇用者、週当たり総平均時間
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（図表14）合計特殊出生率と労働参加率の推移
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は、出生率はそれほど落ち込んでいない。この背景には移

民の増加などもあると考えられるが、各国が女性の就業環

境の改善や仕事と家庭の両立に向けた施策を打ち出し、一

定の効果を得られたことも大きい。例えばフランスでは、

女性の労働参加率が上昇したことで、出生率が最初は低下

したものの、1990 年代に政策方針を転換、これまでの児童

手当などの経済的支援に加え、保育ママ（ベビーシッター）

の導入や託児所など、子どもの預け先となる保育サービス

の多様化が推進された。フランス人女性は産後半年以内に

職場復帰するケースも多い。オランダは育休日数が日本に

比べ少ないが、ワークシェアリングや時短勤務、週 3・4 日

勤務など、働き方の多様性に優れており、男性の時短勤務

も一般的である。フルタイム・パートタイムで時間当たり

賃金などの待遇に区別はなく、パートタイム勤務の人が管

理職であることも珍しくない。両国は、日本に比べ女性が

仕事を離脱する期間が短い傾向にあることに加え、キャリ

アロスのリスクも小さい。女性の管理職比率と出生率を国

際比較すると、女性の管理職比率が高い国ほど、出生率も

高位に位置していることが分かる（図表 15）。日本でも、仕

事と家庭の両立がしやすくなり、子どもを持つことによる

キャリアの分断や収入機会の喪失が緩和されれば、出生率へのマイナスの影響は小さくなると考えられる。 

本アンケート調査で、仕事の日・休みの日における理想の家事分担割合について尋ねた質問では、「自分：5 割、

相手 5 割」との回答が仕事の日・休みの日ともに多数を占めており（図表 16）、日本でも、夫婦平等に家事を分

担をする考えが浸透している様子がうかがえる。ただ、図表 13 の通り、男性は仕事に割く時間が長く、家事や育

児に時間が割けないままである。2022 年の男性の育休取得率は 14.0％と、徐々に上昇しつつあるものの、水準的

には諸外国に比し依然として低い。6 月 13 日に公表された「こども未来戦略方針」では、2025 年までの男性の育

児休業取得率の政府目標を 50％に引き上げたが、取得率を上げるだけではなく、取得期間の延伸に向け男性の働

き方自体も見直す必要がある。また、日本では、フランスのような保育ママ（ベビーシッター）の利用率は低く、

子どもを他者に預けることに対する後ろめたさや罪悪感からか、利用することに対する抵抗感も強い。だが、各

自治体で実施されたアンケートによれば、実際に利用した人の満足度はおおむね高いようである。こういった制

度を活用することで、育児の負担を分散したり、仕事に復帰しやすい環境を整備するという手も考えられる。 

 

５．出生率が人口置換水準まで戻るのは難しいが 

人口を維持するために必要とされる出生率（人口置換水準）は、2.1 前後とされているが、日本をはじめ多く

の先進国ではその水準を下回っている。経済発展が進んだ国では、娯楽などの余暇を過ごす手段や、打ち込める

仕事・趣味などの選択肢が多く、人生の多様化が進む。そうしたなか、自ら結婚せず、子どもを望まない人が増

えるのは悪いことではない。ただ、結婚意向や希望する子どもの数を基に算出される国民希望出生率は、1.8 程

度とされており、2022 年の出生率（1.26）はそれを大きく下回っている。日本の場合、出産適齢期の女性人口が

減少するなか、未婚化や非産化、少産化が少子化を進行させている。未婚者を取り巻く雇用・所得環境や実質賃

金の低下などが、結婚意欲の低下や子どもを諦める人の増加につながっているとみられるほか、子どもを持つ夫
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（出所）明治安田総研 「恋愛・結婚に関するアンケート調査」
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（図表16）理想の家事分担割合
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（図表15）合計特殊出生率と女性管理職比率（2021年）
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婦が仕事と子育てを両立するための環境も十分とは言えない。政府には、若年層を中心に雇用・所得環境の改善

に向けた対策がいっそう求められるほか、働き方改革や保育サービスの多様化なども講じていく必要があると考

えられ、包括的な対策が求められよう。 
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